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セナ協議会もある (3九 ESG投資は， SR1 (社会的責保投資)に類似する投資手
法であり，環境 (Environment)，社会 (Social)，ガパナンス (Governance)
の観点を考慮してされているが，上場会社では事業活動の中でそれらに配慮す
ることも必要になっている。 2006年4月， I国連環境計蘭・金融イニシアティ
ブJCUnited Nations Environment Programme Finance 1nitiativ号・国連の
補助機関である国連環境計画(UNEP)と金融機関との自主的な協定に基づく
組織)と， I国連グローパル・コンパクトJ(UN Global Compact.国連事務
総長室の傘下組織のーっから成る)が事務局となって作成公表した， I国連責
















































































米国連邦最高裁判所は， Citizens United v. FEC， 558 U. S. 310 (2010)('9)に



























































423条 1項・ 429条 l項，民法 644条J，[2J取締役等の行為の差止請求事由





























『会社法の理論 1J 140頁(有斐閣， 1984)，森本滋「法人と定款所定の目的」民
商93巻臨時増刊号(2)49頁(1986)，浜田道代「会社の目的と権利能力及び代表
権の範囲・再考(上)(中)(下)J曹時50巻9号 l頁・同 10号I頁・同 11号I
頁(1998)，1' 附創一 iUltraViresの再評価」法学新報 108巻5=6号 187頁
(2001) ，堀口勝「能力外原則の行く末」東洋法学56巻l号53頁 (2012)等。
(2) 民法制定当初の判例は定款所定の目的を厳格に解釈していたが(大判明治 36












(4 ) 森本・前注(1 ) 53頁。
(5) 落合誠一「会社の営利伎についてJW江頭懲治郎先生企業法の理論上巻J1頁
参照(商事法務， 2007)。















(13) 回中誠二1i3会訂 会社法詳論J二巻J83頁(額草香房， 1993)。
























(20) 上柳・前注(1 ) 41頁
(21) 浜田・前注(1 ) 50巻 1号8貰， 32頁。
(22) 落合・前注(1 ) 13頁参照。
(23) 我妻=有泉=清水=田山・前法(3) 127頁。
(24) 江頭憲治郎「株式会社法〔第6版JJ 33頁(有斐閣， 2015)，泉田栄一『会社
法論H2頁(信山社， 2009)，神田秀樹「会社法〔第 17版JJ 5頁(弘文堂， 2015)， 
高橋・前注(15)27頁，宮島司「新会社法エvセンス〔第4版JJ 12頁(弘文裳.
2014)，田中亘『会社法J32頁(東京大学出版会， 2016)。
(25) 吉本健一「レクチャー会社法J13頁注(6) (中央経済社， 2008)。
(26) 関俊彦「会社法概論〔全訂第2版J33頁(商事法務， 2009)。
(27) 堀口・前桟(1 ) 76頁。
(28) 江頭・前注(24)33頁，泉田・前注(24)32頁。














































的責任の中核主題に関する手引き」では，その中核主題&して， (1)組織統治， (2) 





































項参照)を否定した。最判平成 18年 1月14日資料判商事法務274号 192頁も，
同基準を踏襲して，取締役責任を否定した。最決平成 15年2月27日(判例集未
登載)は，経営判断の原則を採用して，取締役責任を否定した。これに対して，



















Brainbridge， CORPORA TE SOCIAL RESPOSIBILITY IN THE NIGHT-
W ATCHMAN ST ATE， 115 Colum. L. Rev. Sidebar 39， 40 (2015))。同判決に
ついて，東川浩二「判解」アメリカ法判例百選72頁 (2012)。
(50) 新山・前注(48)157頁。







(54) keidannren.or.jpjpolicy j2015j091.html 
(55) 江頭・前注(6)89頁は， ["問題の本質は，政治献金に限らず，政治的意見表明
等も含め，会社の費用負担において行われる政治活動には，富が政治を歪曲すべ
きでないという視点から，いかなる限界が設けられるべきかということであり，
そう考えると，ことがらは，定款所定の目的の範囲とか，公序良俗違反といった
大雑把な議論では解決が困難な複雑な規制を要する問題マあるJとされる。
(56) 政治資金規正法には，政治家個人への献金は原則として禁止されており，政治
家にする献金は，政党・政党の支部および政治資金団体を通じてすることができ
ること，寄附の量的制限(一寄付者ごとに総額制限と個別制限がある。会社のす
-125ー
法科大学院論集第 19号
る寄附は資本金ごとに上総額制限が異なる。)，その他の制限(①一定の補助金等
を受けている会社その他の法人がする寄附，②赤字会社がする寄附，③外国人・
外国法人からの寄附，④他人名義・匿名による寄附)，政治資金の収支の公開等
(主な報告事項，および，政治団体の収支報告書の主主旨の公表と何人でも閲覧又
は写しの交付の請求権があること)等が規定されている (http://www.soumu.
go.jpjmain_contentj000174716.pdf)。
(57) 相津・前注(34)23頁。
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